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中期経営計画のローリングに関するお知らせ 

 

当社は、2023年 10月期決算の実績と最近の業績動向を踏まえ、原則として毎期改定するロー

リング方式による新たな３ヵ年中期経営計画を策定しましたので、下記にその概要をお知らせい

たします。 

 

記 

 

1. 中期経営計画ローリングの背景 

当社は 2022年 12月 14日「中期経営計画の策定に関するお知らせ」におきまして、中期経営方針

や連結数値目標を公表いたしました。 

初年度である 2023年 10月期は、利益面で目標を上回ることができました。 

現時点におきまして、2022年 12月の当該中期経営計画に、外部および内部環境が変動する中、数

値計画を修正する事象が発生しております。このため、最新の状況に基づき中期経営計画を見直し、

新たに 2026年 10月期の経営計画を加えてここにお知らせするものであります。 

なお、中期経営計画に関しましては、毎期ローリングを行い本決算発表と同時にお知らせをする

予定としております。 

 

2. 中期経営計画の概要 

（１）対象期間 

2024年 10月期～2026年 10月期（2023年 11月１日～2026年 10月 31日） 

 

（２）基本方針 

【経営理念】 

人にやさしい新技術をモットーに、常に使う人の身になっての商品づくりに努め 

お取引先の皆様とのビジネスを通じて社会に貢献していきます。 

 

【中期経営方針】 

経営理念に基づき、以下 4つの中期経営方針を策定いたしました。 

 

ⅰ）既存事業の強化 

◆ お客様や消費者のニーズに応えるため、商品・サービスの開発力・提案力の強化と品質維持向

上に努め、お客様の利益や社会の発展に貢献するとともに売上と利益の増強を図る。 

◆ 米穀用自動計量包装機の国内トップシェアを維持するとともに、アジアを中心とした海外向け

売上の拡大のため現地ニーズを確認し、販売戦略を構築する。 

◆ 西日本市場の売上と利益の拡大のため、販売体制と仕入拠点の強化を図る。 



◆ 物流梱包の機械と資材の商品およびサービスの強化に努め、サステナブルな社会の実現に寄与

するとともに売上と利益の増強を図る。 

 

ⅱ）新市場の基盤構築 

◆ 当社が得意なチューブロール式の包装形態による、機械と包材の需要の創造活動を行い、米穀

市場以外の新市場への販売を促進する。 

◆ 当社が培ったナレッジと進化する IT技術を活かし、新たなビジネスモデルに挑戦する。 

◆ 新市場での収益促進のため、資材・設備・サービスなどの取り扱い商材の拡充・開発を図る。 

◆ 新市場での収益促進のため、デザイン・企画・開発部門の強化を図る。 

 

ⅲ）成長戦略の推進 

◆ 既存事業の強化、西日本市場および新市場の売上と利益の増加に結び付く企業との M＆A や業

務提携を積極的に展開し、グループ連結収益の拡大と企業価値向上を目指す。 

◆ 自社の資本コストの把握に努め、「資本効率の向上」「成長に向けた戦略的投資」「財務の健全

性」「安定的な株主・役職員還元」についてバランスの取れた資本政策を推進する。 

 

ⅳ）組織基盤の整備 

◆ 人員採用や教育・育成の強化に取り組み、働きやすい職場づくりと評価・報酬制度の見直しに

努め、のむら Valueを体現する人的資源の強化を図る。 

◆ 業務の作業標準化と ITを活用した効率化を推進し、生産性の向上とリスク管理の強化を図る。 

◆ 社会的信用の向上のため、コンプライアンス体制の維持・強化と、内部統制機能の充実をはじ

めコーポレートガバナンス体制の維持・強化を推進する。 

◆ 社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題に対応する。 

◆ グループ全体の一体運営の推進に取り組み、機動的で効率的な経営を図る。 

 

3. 数値目標 

 財務目標数値（連結ベース）は次のとおりです。 

 2023年 10月期実績 2026年 10月期目標 

売上高 5,972百万円 7,900百万円 

営業利益 448百万円 522百万円 

売上営業利益率 7.5％ 6.6％ 

ROE（自己資本当期純利益率） 19.2％ 15.9％ 

※上記予想は、本資料公表日現在において当社が入手している情報および合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 

 

4. 株主還元方針 

当社では、中長期的な企業価値向上と株主への適切な利益還元の双方を図ることを重要な経営課

題と認識しております。今後の成長投資に向けた内部留保を確保するとともに、連結の配当性向目

標を 25％程度と定め、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

 

5. その他 

本日開示した 2023 年 10 月期決算説明会資料にも詳細を記載いたしておりますので、ご覧くだ

さい。（URL https://www.nomurasangyo.co.jp/ir/news/） 

 

以上 


